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（百万円未満切捨て） 

１．平成27年８月期第３四半期の連結業績（平成26年９月１日～平成27年５月31日） 

(1) 連結経営成績（累計）                                   （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

27年８月期第３四半期 13,102  19.0  2,135 2.1  2,358 9.3  

 

1,486 

 

8.4  

 

 

26年８月期第３四半期 11,009  3.2  2,090 △4.8  2,158 △8.1  

 

1,371 

 

△3.0  

 

 
（注）包括利益   27年８月期第３四半期 1,476百万円（8.9％） 26年８月期第３四半期 1,355百万円（△16.5％） 
 

 
１ 株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後１株 

当たり四半期純利益 

 円  銭 円  銭 

27年８月期第３四半期      53   86             － 

26年８月期第３四半期      49   70             － 
 
(2) 連結財政状態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 

 百万円 百万円 ％ 

27年８月期第３四半期      17,095      13,756 80.2 
26年８月期     16,568     13,191 79.4 

 
（参考）自己資本  27年８月期第３四半期 13,708百万円  26年８月期 13,149百万円 
 
２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 

26年８月期 －  16 00  －  16 00  32  00 

27年８月期 －  17 00     －                   

27年８月期（予想）                  17 00  34 00 
 
（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 
 
３．平成27年８月期の連結業績予想（平成26年９月１日～平成27年８月31日） 

（％表示は、対前期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

  百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 円  銭 

通       期 19,420   24.8 3,500     2.5 3,620     2.3 2,260     2.7 81  87 
 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 
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※ 注記事項 

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動：無 

  （連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

  (注) 詳細につきましては、四半期決算短信（添付資料）５ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 (1) 当

四半期連結累計期間における重要な子会社の異動」をご覧ください。 

 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

    ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 

  ② ①以外の会計方針の変更        ：無 

  ③ 会計上の見積りの変更         ：無 

  ④ 修正再表示              ：無 

   

(4) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年８月期３Ｑ 27,803,600株 26年８月期 27,803,600株 

② 期末自己株式数 27年８月期３Ｑ 200,127株 26年８月期 200,127株 

③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年８月期３Ｑ 27,603,473株 26年８月期３Ｑ 27,603,473株 

 

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

   この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時

点において、四半期連結財務諸表に対する四半期レビュー手続が実施中です。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は種々様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）５ページ「１．

当四半期決算に関する定性的情報(3)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

(1) 経営成績に関する説明 

当第３四半期連結累計期間（平成26年９月１日～平成27年５月31日）におけるわが国経済は、原油価格の安定や日銀

による金融緩和政策及び政府の経済対策により、企業収益や雇用環境を中心に緩やかな改善傾向が続きました。しかし

ながら、消費税増税後の景気後退等の影響により、全体としては依然として先行き不透明な状況で推移いたしました。 

当社グループの属する学習塾業界におきましても、学習塾各社は、教育に対する様々なニーズの変化に対応するため、

学童保育及び幼児教育事業による低年齢層のニーズ獲得や、語学教育の強化等、新たな市場の開拓にシフトしており、

厳しい競争が続いております。また、タブレット端末が普及するなか、異業種による動画教育サービスが人気を集めて

おり、競争は学習塾間だけのものではなくなってきております。 

当社グループはこのような環境のなか、明確な目標を設定し遂行するため、平成25年10月に「中期経営計画」（平成

26年８月期～平成28年８月期）を策定・公表し、これに基づいて事業活動を行ってまいります。 

当連結会計年度におきましては、 

(i)  生徒・保護者ニーズの正確な把握、提供する教育サービスのクオリティの向上、コミュニケーションの充実等に

よるお客様満足度の更なる追求 

(ⅱ) 大胆な組織再編及び人事異動により、部門間のコミュニケーションと連携を推進し、スピードと責任をもって行

動する組織への更なる変革 

(ⅲ) 明光義塾直営事業部と明光義塾フランチャイズ事業部の統合によるマネジメント力、地域戦略、本部指導体制の

強化及び業務の効率化 

(ⅳ) 学校や家庭との学習連携を強化し、生徒が自ら学習に取り組む力を育む新生明光義塾の開発 

(ⅴ) 新規事業の事業基盤の確立 

等に取り組んでまいります。 

当第３四半期連結累計期間におきましては、これらの取り組みを基本としながら、お客様満足度をより向上させるた

めの生徒・保護者カウンセリングの充実や、2016年度中学校教科書改訂に対応するための「クオリティ向上」「生徒を

自立学習に導き成績を上げる」を基本コンセプトとした指導体系及びオリジナル教材の再構築に取り組んでまいりまし

た。 

プロモーション活動につきましては、人気ＹｏｕＴｕｂｅｒとコラボしての「ＹＤＫダンス」の動画配信や、スマー

トフォンアプリ「ＬＩＮＥ」への「ＹＤＫ応援！アニメーションスタンプ」のリリースを通して、ブランド認知度向上

に努めました。 

また、平成26年９月１日開催の取締役会において、明光義塾のフランチャイジーである株式会社ＭＡＸＩＳホールデ

ィングス（平成26年９月３日付で株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーションに社名変更）の自己株式を除く発行済株式の全

部を取得する決議を行い、同日、株式譲渡契約を締結し、平成26年９月２日付で株式を取得することによって、同社を

連結子会社といたしました。これにより、当社直営教室とフランチャイズ教室間での連携強化とノウハウ共有を進め、

チェーン全体の競争力を向上させることで、明光義塾事業等の更なる成長及びグループ競争力の強化を図ってまいりま

す。更に、事業領域の拡大を図るため、平成26年10月23日開催の取締役会において、株式会社早稲田ＥＤＵ（早稲田Ｅ

ＤＵ日本語学校）の自己株式を除く発行済株式の全部を取得する決議を行い、平成26年10月24日に株式譲渡契約を締結

し、平成26年10月30日付で株式を取得することによって、同社を連結子会社といたしました。 

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、連結子会社株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーション

を連結したこと等により、売上高は13,102百万円（前年同期比19.0％増）、利益面におきましては、営業利益2,135百万

円（同2.1％増）、経常利益2,358百万円（同9.3％増）、四半期純利益1,486百万円（同8.4％増）となりました。 

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

 

（明光義塾直営事業） 

直営事業につきましては、フランチャイズ教室と一体となっての研修の実施や生徒・保護者の要望把握とそれに基づ

いたサービスの更なる向上に努めるとともに、より生徒に寄り添った指導、教室長による生徒・保護者とのコミュニケ

ーションの質と量の充実を図ってまいりました。この結果、在籍生徒数は堅調に推移いたしました。 

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、連結子会社株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーションの売上高を

連結したこと等により、7,125百万円（当社売上高4,981百万円、株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーション売上高2,144百

万円）（前年同期比45.8％増）、セグメント利益（営業利益）は986百万円（当社営業利益875百万円、株式会社ＭＡＸＩ

Ｓエデュケーション営業利益218百万円、のれん償却額107百万円）(同27.8％増)となりました。教室数は311教室（当

社直営221教室、株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーション直営90教室）、在籍生徒数は22,010名（当社直営15,660名、株式

会社ＭＡＸＩＳエデュケーション直営6,350名）となりました。 
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（明光義塾フランチャイズ事業） 

フランチャイズ事業につきましては、直営教室・ＦＣ教室による統一キャンペーンの実施や、成功事例・好事例の共

有による組織的なお客様満足度の向上、タイムリーな情報発信を推進してまいりました。 

教室開設面につきましては、教室展開エリアにおいてサテライト教室の開設を推進し、生徒数占有率向上を目指しま

した。 

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、明光義塾のフランチャイジーである株式会社ＭＡＸＩＳエデ

ュケーションを連結子会社とした影響等により4,329百万円（前年同期比8.9％減）となり、セグメント利益（営業利益）

は2,054百万円（同2.9％減）、教室数は1,811教室（株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーション直営除く。）、在籍生徒数は

96,503名（株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーション直営除く。）となりました。 

 

（予備校事業） 

連結子会社である株式会社東京医進学院による予備校事業につきましては、私立医系大学による協力のもと開催した

受験生・保護者対象の医系大学入試相談会や、医療従事者向けポータルサイト及び専門雑誌での広告宣伝活動に注力し

てまいりました。また、新課程対応教材の編集や教材のデジタル化・データベース化の検討・準備を行いました。 

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は424百万円（前年同期比1.2％増）、セグメント利益（営業利益）

は34百万円（前年同期比3.3％減）、校舎数は４校、在籍生徒数は151名となりました。 

 

（その他） 

明光サッカー事業につきましては、各スクールの現場力と指導力の向上を図るため、コーチ・スタッフの研修の強化

と運営体制の見直しを行いました。また、スクール生一人ひとりの成長に向けての合同合宿やプライベートレッスンを

強化しました。 

これらの結果、明光サッカー事業における当第３四半期連結累計期間の売上高は102百万円、営業損失は11百万円、

スクール数は16スクール（うちフランチャイズ２スクール）、在籍スクール生は1,003名となりました。 

   

早稲田アカデミー個別進学館事業につきましては、良質の授業とクオリティの高い講師を全面に出したプロモーショ

ンの実施等により、春の入会生徒数は堅調に推移いたしました。 

合格実績といたしましては、中学受験については、灘中学校、開成中学校、麻布中学校、桜蔭中学校等、高校受験で

は、慶応義塾高等学校、早稲田大学高等学院、慶応義塾志木高等学校、早稲田実業学校高等部等、全国屈指の難関中学

校及び高等学校に多数の合格者を輩出することができました。 

校舎展開といたしましては、25校（当社直営４校、株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーション直営２校、株式会社早稲田

アカデミーの直営９校及びフランチャイズ10校）の体制で展開いたしました。 

当第３四半期連結累計期間における全校舎の生徒数は、1,525名となりました。 

これらの結果、早稲田アカデミー個別進学館事業における当第３四半期連結累計期間の売上高は256百万円、営業損

失は29百万円となりました。 

 

キッズ事業につきましては、今春新たに開校した教室を早期に軌道に乗せるため、スタッフ育成の強化及び運営オペ

レーションの整備を推進いたしました。 

また、生徒募集活動につきましては、習い事体験会の実施やサマーキャンプの企画等を実施いたしました。 

明光キッズにおける当第３四半期連結累計期間のスクール数は６スクール、在籍スクール生は466名となりました。 

 

連結子会社である株式会社早稲田ＥＤＵにつきましては、第２四半期連結会計期間から連結業績に含めております。

中国やベトナム、ネパール等からの留学生を対象とした「早稲田ＥＤＵ日本語学校」を東京都新宿区にて１校舎運営し

ております。グローバル化の進展に伴い本校の生徒も順調に増加し、当第３四半期連結累計期間の在籍生徒数は393名

（定員420名、７月から定員520名）となりました。 

 

連結子会社である株式会社ユーデックにつきましては、主軸の進学模擬試験の販売において、兵庫進学模試公開テス

トを年３回から４回に増やし、大手塾中心に新規開拓や受験回数増に努めたことで受験者数が順調に増加した結果、売

上高は好調に推移いたしました。学習塾採択教材売上は、営業部人員増による体制強化により堅調に推移し、書籍売上

は関東版公立高校入試過去問題集が好評で売上高は増加しました。また、学内予備校売上は新規獲得校が寄与し始めた

結果、堅調に推移いたしました。 

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は468百万円、営業利益は８百万円となりました。 
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連結子会社である株式会社晃洋書房につきましては、主軸である大学教科書の発行において、新刊受注に向けて各大

学の著者にアプローチする一方で、２月～４月に納品時期が集中する大学前期テキストの継続採用に向けて営業活動に

注力しました結果、新刊受注及び大学テキストの採用は堅調に推移しました。また、営業部のマネジメント体制強化に

よる成果として新たな販売ルートが加わるとともに、大学廻り、企画本の発行にも積極的に取組みました。 

 

なお、キッズ事業等の損益面につきましては、金額的重要性が乏しいことから、記載を省略しております。 

 

<ご参考> 明光義塾教室数、明光義塾在籍生徒数及び明光義塾教室末端売上高等の推移 
 

回     次 平成26年８月期第３四半期 平成27年８月期第３四半期 

会 計 期 間 

自 平成25年９月１日 

至 平成26年５月31日 

自 平成26年９月１日 

至 平成27年５月31日 

経営成績他 前年同期比較 経営成績他 前年同期比較 

明光義塾直営教室数 218 ＋    ７ 221  ＋    ３ 

明光義塾（ＭＡＸＩＳ）教室数 － － 90 ＋    90 

明光義塾フランチャイズ教室数         ※１ 1,909 ＋    23 1,811 △  98 

明光義塾教室数合計 2,127 ＋    30 2,122 △    ５ 

明光義塾直営教室在籍生徒数           (名) 15,116 ＋   600 15,660 ＋   544 

明光義塾（ＭＡＸＩＳ）教室在籍生徒数  (名) － － 6,350 ＋ 6,350 

明光義塾フランチャイズ教室在籍生徒数  (名)   ※１ 102,909 △  621 96,503 △ 6,406 

明光義塾在籍生徒数合計                (名） 118,025 △    21 118,513 ＋   488 

明光義塾直営事業売上高       （百万円） 4,887 ＋  181 7,125 ＋ 2,238 

明光義塾フランチャイズ事業売上高  （百万円）※２ 4,753 △    58 4,329 △   424 

予備校事業売上高          （百万円） 419 ＋    ９ 424 ＋    ５ 

その他の事業売上高         （百万円） 948 ＋   204 1,222 ＋   273 

売上高合計             （百万円） 11,009 ＋   337 13,102 ＋ 2,092 

明光義塾直営教室売上高       （百万円） 4,887 ＋   181 7,125 ＋ 2,238 

明光義塾フランチャイズ教室末端売上高（百万円） 29,101 △   589 26,619 △ 2,481 

明光義塾教室末端売上高合計     （百万円）※３ 33,989 △  407 33,745 △  243 
 
※ １ 平成 26 年８月期第３四半期における明光義塾フランチャイズ教室数及び明光義塾フランチャイズ教室在籍生徒数には、連結子会社株式会社ＭＡＸＩ

Ｓエデュケーションの教室数及び生徒数が含まれております。 

２ 明光義塾フランチャイズ事業売上高は、ロイヤルティ収入及び商品売上高等を記載しております。 

３ 明光義塾教室末端売上高合計は、直営教室の入会金、授業料、教材費、テスト料等の全売上高と、フランチャイズ教室の入会金、授業料等の売上高を

合計したものであり、フランチャイズ教室の教材費、テスト料等の売上高は含んでおりません。 

 

 (2) 財政状態に関する説明 

（流動資産） 

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末と比較して1,373百万円減少（14.1％減）

し8,334百万円となりました。これは主に、現金及び預金が1,266百万円減少したことによります。 

 

（固定資産） 

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末と比較して1,899百万円増加（27.7％増）

し8,760百万円となりました。これは主に、株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーション及び株式会社早稲田ＥＤＵを連結子

会社化したこと等により、のれんが1,889百万円増加したことによります。 

 

（流動負債） 

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末と比較して131百万円減少（4.8％減）し

2,643百万円となりました。これは主に、前受金が484百万円増加した一方、未払法人税等が626百万円減少したことに

よります。 
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（固定負債） 

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末と比較して92百万円増加（15.4％増）し

695百万円となりました。これは主に、株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーションを連結子会社化したこと等により、退職

給付に係る負債及び資産除去債務がそれぞれ22百万円及び35百万円増加したことによります。 

 

（純資産） 

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末と比較して565百万円増加（4.3％増）し

13,756百万円となりました。これは主に、利益剰余金が575百万円増加したことによります。 

 

(3) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、個別指導塾の増加に伴う競争激化により厳しい状況ではありまし

たが、概ね順調に推移いたしました。 

したがいまして、平成26年10月９日の決算短信で公表いたしました通期の連結業績予想に変更はありません。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

  該当事項はありません。 

    なお、下記のとおり連結の範囲の変更はありましたが、企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第10項に規定する

特定子会社に該当いたしません。 

 （連結の範囲の変更） 

第１四半期連結会計期間より、株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーションの自己株式を除く発行済株式の全部を取得した

ため、同社を連結の範囲に含めております。 

 

第１四半期連結会計期間より、株式会社早稲田ＥＤＵの自己株式を除く発行済株式の全部を取得したため、同社を連

結の範囲に含めております。なお、みなし取得日を平成26年11月30日にしているため、第２四半期連結会計期間より四

半期損益計算書及び四半期包括利益計算書を連結しております。 

 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

  該当事項はありません。 

 

 (3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

   該当事項はありません。 
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(3) 四半期連結財務諸表に関する注記事項 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

  （四半期連結貸借対照表関係に関する注記） 

該当事項はありません。 

 
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係に関する注記） 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。 

   

 
 
 

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年９月１日  
  至 平成26年５月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年９月１日  
  至 平成27年５月31日) 

減価償却費 

のれんの償却額 

126,377千円 

15,121千円 

143,299千円 

145,955千円 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

 

前第３四半期連結累計期間（自 平成25年９月１日 至 平成26年５月31日） 

該当事項はありません。 

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成26年９月１日 至 平成27年５月31日） 

該当事項はありません。 
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（セグメント情報等） 

  

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年９月１日 至 平成26年５月31日） 

   １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                                 （単位：千円） 

 報告セグメント 

その他 

（注） 
合計 

 
明光義塾 

直営事業 

明光義塾 

ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞ事業 
予備校事業 計 

売上高       

 外部顧客への売上高 4,887,714 4,753,877 419,667 10,061,259 948,528 11,009,788 

 セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ － － － 62,894 62,894 

計 4,887,714 4,753,877 419,667 10,061,259 1,011,423 11,072,683 

セグメント利益又は損失(△） 772,174 2,116,523 35,666 2,924,365 △  54,918 2,869,446 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、明光サッカー事業、早稲田アカデミ

ー個別進学館事業、キッズ事業、連結子会社株式会社ユーデック及び連結子会社株式会社晃洋書房等が含まれ

ております。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項） 

（単位：千円） 

利   益 金   額 

報告セグメント計 2,924,365 

「その他」の区分の利益 △   54,918    

のれんの償却額 △   15,121    

固定資産の調整額 2,588 

全社費用（注） △  766,067   

四半期連結損益計算書の営業利益 2,090,845 

   （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年９月１日 至 平成27年５月31日） 

   １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                                 （単位：千円） 

 報告セグメント 

その他 

（注）１ 
合計 

 明光義塾 

直営事業 

(注)２ 

明光義塾 

ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞ事業 
予備校事業 計 

売上高       

 外部顧客への売上高 7,125,868 4,329,701 424,740 11,880,310 1,222,458 13,102,768 

 セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ 268,518 － 268,518 81,415 349,933 

計 7,125,868 4,598,219 424,740 12,148,828 1,303,873 13,452,702 

セグメント利益又は損失(△） 986,784 2,054,206 34,486 3,075,478 △ 123,756 2,951,721 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、明光サッカー事業、早稲田アカ

デミー個別進学館事業、キッズ事業、連結子会社株式会社早稲田ＥＤＵ、連結子会社株式会社ユーデック及

び連結子会社株式会社晃洋書房等が含まれております。 

２．第１四半期連結会計期間より、主として「明光義塾直営事業」を営む株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーショ

ンの自己株式を除く発行済株式の全部を取得し、連結の範囲に含めております。 
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項） 

（単位：千円） 

利   益 金   額 

報告セグメント計 3,075,478 

「その他」区分の利益 △  123,756 

のれんの償却額 △   15,121 

固定資産の調整額 2,575 

全社費用（注） △  809,777 

その他の調整額 5,618 

四半期連結損益計算書の営業利益 2,135,015 

   （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

    （のれんの金額の重要な変動） 

    第１四半期連結会計期間より、株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーションの自己株式を除く発行済株式の全部を取得し

たため、同社を連結の範囲に含めております。これにより、「明光義塾直営事業」セグメントにおいて、のれんの増

加額は1,438,350千円となりました。 

    また、第１四半期連結会計期間より、株式会社早稲田ＥＤＵの自己株式を除く発行済株式の全部を取得したため、

同社を連結の範囲に含めております。これにより、「その他」において、のれんの増加額は596,905千円となりました。 

 

（重要な後発事象） 

    当社は、平成27年６月８日開催の取締役会において、台湾における教育事業会社「翰林出版事業股份有限公司」（以

下、翰林といいます。）、「百大文教事業有限公司」（以下、百大といいます。）及び当社の３社にて、台湾におけ

る個別指導塾事業の展開を目的とした合弁会社の設立を協議し、当社、翰林、百大、百大の代表者である楊佳叡

(YANG-CHIA-JUI)との間で当該合弁会社の設立に向けて「基本合意書」を締結することを決議いたしました。 

    基本合意の概要は以下のとおりです。 

    １．形態： ３社による合弁会社を設立し、合弁会社と当社でマスターフランチャイズ契約を締結し、フランチャ

イズ権料を受領します(合弁契約書及びマスターフランチャイズ契約の条件等については今後協議を

します。)。 

２．拠出資本の合計(予定)：１億台湾ドル（約４億円、１台湾ドル4.04円）（平成27年６月８日現在） 

３．出資比率(予定)：当社 25％、翰林55％、百大20％ 

４．合弁会社の名称：未定 

５．役員構成：未定 
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